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Ⅰ　は じ め に
　日本における弁護士職能団体の連合会である日本弁護士連合会（以下「日弁連」という。）
のウェブサイトを見ると，「ABSに係る外国法事務弁護士の方へのご案内」として，
2018 年 4 月から施行される「外国法事務弁護士職務基本規程」および「外国特別会員
基本規程」の改正が告知されており，当該改正の概要として以下のような記載がある。
　2011 年頃からイギリス等で新たに弁護士以外の者に持分や議決権を与える法律事務所の
形態である ABSが認められるようになりました。日本では，非弁護士との提携の禁止は外
国法事務弁護士にも適用され，ABSに所属する外国法事務弁護士が日本国内で外国法に関す
る法律事務を行う場合に問題が生じるおそれがあります。この度，上記の会規改正を行い，
日本で外国法事務弁護士として登録する方は，外国においても投資型 ABSに所属すること
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が認められなくなるとともに，業務参加型 ABSについては一定の厳格な要件の下でのみ所
属が認められる趣旨の規定が明記されました 1）。
　日弁連のウェブサイトにおいて，弁護士以外の者に持分や議決権を与える法律事務所
として紹介されている ABSとは，一体どのような法律事務所の形態なのだろうか。日
弁連のウェブサイトでは，投資型 ABSと業務参加型 ABSに分類されている。そして，
前者の投資型 ABSは禁止されるけれども，業務参加型 ABSについては条件付きで許可
されるとある。では，この 2つは，どのように違うのだろうか。
　そもそも，この ABSという用語自体，日本の法律家にとって聞き慣れない用語であ
ろう。聞き慣れないのは日本の弁護士制度の建前からすれば当然である。ABSは，後
で説明するように，弁護士以外の者に法律事務所の所有者としての持分や経営参加のた
めの議決権を与える事業形態であり，弁護士法の法律事務を弁護士独占させるというル
ールと正面から抵触するからである。日本においては，弁護士法第 72 条（非弁護士の法
律事務の取扱等の禁止），弁護士職務規程第 11 条（非弁護士との提携の禁止），弁護士職務
規程第 12 条（報酬分配の制約）等のルールに基づき，弁護士以外が法律事務一般をおこ
なうことを禁止し，法律事務一般をおこなえるのは弁護士のみという，リーガル・サー
ビス市場における法律事務の弁護士独占の原則を採用している 2）。では，イギリスでは，
法律事務の弁護士独占原則は適用されないのだろうか。そして，もし法律事務の弁護士
独占原則が適用されないとしたら，その理由は何か。
　ABSは，Alternative Business Structureの略語であり，法律事務所のような法律事務
をおこなう組織につき，その所有および／あるいは経営につき非法律家にこれ（ら）を
認める新しい事業形態である 3）。この ABSは，イギリス（イングランド・ウェールズ）の
司法制度を抜本的に改革した 2007 年リーガル・サービス法（Legal Service Act 2007）で
初めて認められるようになった制度である 4）。
　本稿では，イギリスで近時導入された ABS（Alternative Business Structure）について，
日本のリーガル・サービス市場のあり方を検討する準備作業として，イギリスの ABS
制度導入経過について紹介した上で若干の考察を試みる 5）。
Ⅱ　イギリスにおける ABS制度の導入経緯とその背景
　2007 年リーガル・サービス法は，全 9 章 214 条の法律であり，法律専門職（ legal 
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professional）に対する規制全般にわたる広汎な領域を規定する法律である。その第 5
章「Alternative Business Structure」において，非法律専門職による法律事務所の所有
と経営参加両面をカバーする広汎な ABSについて規定がされている。2007年リーガル・
サービス法の下，法廷弁論，訴訟準備，遺言検認などの一定の指定法律業務（ reserved 
legal activity）を扱う事業組織であって，法律専門職以外が所有または経営に関わる場合
には，本法律所定の規制機関によって ABSとしての許可を得なければならない 6）。現
在のところ，オーストラリアを除けば，イギリスのルールが最も革新的なルールである7）。
ABSの実際の設立自体は，2007 リーガル・サービス法の施行後の 2011 年から開始され
ている。
　イギリスの法曹制度の特徴は，周知のように，日本の弁護士に該当する法律専門職と
しては，バリスタ（Barrister）とソリシタ（Solicitor）の 2種類が存在することである 8）。
このバリスタとソリシタという 2種類の法律家は，イギリスの法律専門職制度の中核で
あって，相互に職域分化が確立されてきた。バリスタは，日本語で法廷弁護士と訳され
てきたことに端的にその業務内容が表れているが，裁判所とりわけ高等法院（High 
Court of Justice），控訴院（Court of Appeal），貴族院（House of Load）（現連合王国最高裁
判所（Supreme Court of the United Kingdom））のような上級審裁判所での法廷弁論をお
こない，上級審裁判所の裁判官の出身母体でもある。他方，ソリシタは，依頼者をバリ
スタへ仲介し訴訟準備その他一般の法律事務を扱う，いわゆる事務弁護士である。この
ような職域の分化に加え，法律専門職の業務形態については，最近まで，バリスタとソ
リシタ協働の事業形態は許されなかったり，バリスタについては，その公益性等をふま
えて依頼者から直接依頼を受けられなかったり単独で事業遂行をすることが原則とされ
たりするなど，伝統的には法律専門職の業務形態が制約されてきた 9）。
　このように，イギリスにおいては，バリスタとソリシタは，法律専門職として重層的
に存在し，お互いが固有の職域を独占し相手方の職域に対し厳格に制約を課してきたと
いえる。このような厳格な職域分化と業務形態の制約という伝統を有するイギリスにお
いて，職域の分化を流動化させ業務形態の制約を大幅に緩和するような新規事業形態の
ABSが，何故，他国に先立って導入されたのだろうか。本稿では，1職域分化とその
緩和，2業務形態の制約とその緩和，そして3専門職能団体としての弁護士会自治の動
揺という 3 つの視角から，2007 年リーガル・サービス法とその立法事実を基礎づける
クレメンティ・レポートへと至る経緯と目的をみることにより，イギリスにおける
ABS制度導入の背景と意義を考える。
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1 ．法律専門職の職域分化とその緩和
　伝統的には，法廷での弁論活動を中心に活動する法廷弁護士であるバリスタに対し，
ソリシタは法廷弁論以外の裁判前の訴訟準備（ litigation）の活動をはじめとする様々な
法律事務を扱う事務弁護士であり，専門職としての成立の沿革自体も異にしていた 10）。
バリスタとソリシタは，異なる法曹養成教育プロセスを経て養成されている 11）。所属
する専門職能団体も異なり，バリスタはバー・カウンシル（Bar Council）に所属し，ソ
リシタはロー・ソサエティ（Law Society）に所属する。
　バリスタとソリシタは，何世紀にも渡り，それぞれが固有の職域を独占すると同時に，
その裏返しとして相互の職域への制約がなされてきた。法廷弁護士であるバリスタは，
法廷での弁論を独占すると当時に，ソリシタを通してでなければ依頼者とは応対するこ
とはできず，訴訟準備の活動はおこなえないという制約が課されてきた。
　こうしたバリスタやソリシタによる職域の制度的独占に対して，公衆の側から疑問が
呈されるようになってきたのは，1970 年代の中頃からであるとされる 12）。特定の法律
専門職により職域が独占されることは，その独占が当該社会において法律事務を扱う法
律専門家数の余剰を生まないならば，競争への制約となり，結果として，消費者の選択
が狭められたり独占を享受する法律専門職に過大な報酬が認められたりすることになる
からである。そして，1985 年以降，職域の制度的独占に対し，法制度により制約を緩
和するという方向が促進されてきた。
⑴　ソリシタの不動産譲渡法律業務等独占の廃止
　ソリシタの職域の独占が制度上も事実上も大きく崩れたのは，1985 年に制定された
The Administration of Justice Act（1985 年司法の運営に関する法律）によるとされ，それ
までは，不動産譲渡に関わる法律業務はソリシタが独占しており，1980 年頃には，大多
数のソリシタの実務収入の約 40％から 60％は，不動産譲渡に関わる法律業務から収入
を得ていたという指摘もある 13）。1985 年司法の運営に関する法律は，新たに不動産譲
渡士（Licensed conveyancers）という有資格者に不動産譲渡の資格を与えた 14）。これに
より，当然のことながら，ソリシタの多くは業務において重大な打撃を被った。また，
1990 年裁判所とリーガル・サービスに関する法律（ the Court and Legal Service Act 1990）
により，ソリシタの遺言検認と訴訟準備遂行権の制度的独占も崩されることとなったも
のの，こちらの方は近時まで事実上はそれほど大きな打撃ではなかったとされる 15）。
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⑵　バリスタの上級審における法廷弁論の権利独占の廃止
　県裁判所（County Court）については，1846 年に制定されたカウンティ・コート法
（County Court Law 1846）によって，比較的早くから，ソリシタが法廷で弁論する権利
を認められてきたものの，県裁判所より上級審（The senior court）の法廷弁論権（Rights 
of audience）については，長い間バリスタが独占していた 16）。しかし，上で述べたよう
にソリシタの不動産譲渡業務独占の見直しが検討されるようになったことに呼応するよ
うに，ソリシタの専門職能団体であるロー・ソサエティは，バリスタが独占していた上
級審における法廷弁論をソリシタにも開放することを主張し始めた。これに対し，バリ
スタ側は，複雑な事件を扱う上級審の法廷弁論の権利は適切に訓練された者に限定され
るべきであり，それには十分な経験が必要であると同時に，倫理基準を遵守する行為準
則を服する者，つまりバリスタがふさわしいとして，反論をおこなった。この上級審の
法廷弁論権をめぐっては，ソリシタとバリスタとの間には，Bar War（弁護士戦争）と
いう表現もされるような激しい応酬が交わされたとされている 17）。しかし，結局，
1990 年に制定された 1990 年裁判所と法的サービス法（ The Courts and Legal Services 
Act 1990）により，ソリシタにも上級審の法廷弁論権が認められるようになった 18）。た
だし，ソリシタが上級審の法廷弁論ができるようになったとしても，⑴で述べたソリシ
タにおける不動産譲渡法律事務の仕事の劇的減少のような事態が直ちに招来したわけで
はない。ソリシタたちは，上級審の弁論のための資格を望む者はかならずしも多くなか
ったことがその一因であるとされる 19）。
⑶　バリスタが顧客と直接交渉することへの制約の廃止
　依頼者は，バリスタに対しては，（2004年までは，）特別の規程がない限り，原則的には，
ソリシタを通してでなければ相談をすることができなかった。この制約は，2004 年に
解消された 20）。ただし，実際には，ソリシタ経由でバリスタに相談をしているのが実
情であるという指摘もある 21）。
2 ．法律専門職の業務形態の制約
　伝統的には，法廷弁護士としてのバリスタは，ソリシタを通して受けた依頼事件につ
いて，裁判所で法廷弁論をおこなうことを職務としてきた。バリスタには，その公益性
から職務の独立性が求められるのであって，このことから，2007 年リーガル・サービ
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ス法が制定されるまでは，バリスタは，専ら個人事業主として，独立した実務を，チェ
ンバーという独特の名前で呼ばれるバリスタの法律事務所でおこなってきた。このよう
な個人事業主として独立した実務をしているバリスタは，通常，チェンバーとしてのバ
リスタの法律事務所を共同で利用し，バリスタの活動に欠かすことができない事務職と
してのクラーク（ clerk）やチームも分け合っている 22）。バリスタには，国外の相手方
との間を除き，ソリシタと協働で事務所をつくったり，バリスタ同士で協働事業として
の組合をつくったりすることさえも，許されていなかったのである 23）。
3 ．弁護士自治の動揺―弁護士会による自治権への懐疑
　イギリスにおいても，伝統的には，日本と同様，専門職能団体としての弁護士会は，弁
護士の利益を代表するだけではなく，構成員である弁護士への規律権能を有していた 24）。
しかし，弁護士に対する依頼者からの苦情処理に対して適切に対応していないという不
満が一般市民の間に強くなってきた。前述したように，イギリスにおいて弁護士という
専門職に対応する職種は，法廷弁論を中心的な業務としてきたバリスタと法廷弁論以外
の訴訟内外の法律事務を扱ってきたソリシタの両方であるが，バリスタは，伝統的に依
頼者と直接対応してきていないわけであるから，依頼者からの苦情処理をめぐる問題は，
とくにソリシタ，ソリシタの専門職能団体であるロー・ソサエティについて生じた問題
である。まさに，このロー・ソサエティがソリシタに対する消費者の不満に応答しよう
とした努力が十分な成功を収めなかったことが，法律専門職全てに対する規制を目的と
する 2007 年リーガル・サービス法が制定され，その第 1章で非法律家を長とする包括
的な規制機関であるリーガル・サービス審議会（Legal Service Board）が設けられた背
景にある。ソリシタに対する苦情が十分に処理されないことから，政府側からロー・ソ
サエティに関する勧告は何度も繰り返された。2001年，David Lock司法大臣は，ロー・
ソサエティに対し，自律的な規制という団体自治の特権の喪失をしないためには抜本的
に問題改善が必要であるという最終通告をしたけれども，この後も，リーガル・サービ
ス・オンブズマン（ the Legal Services Ombudsman）は，この通告を繰り返し，改善状況
は満足できるものではないということを表明した 25）。また，公正取引局（ the Offi ce of 
Fair Trading）のような外部の専門家からの批判もあり，専門職能団体の自主的な改善
にまかせることはついに断念され，2007 年リーガル・サービス法による弁護士自治へ
の制約という段階へと進むに至ったのである。
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4 ．クレメンティ報告書と 2007 年リーガル・サービス法
⑴　クレメンティ報告書の作成
　大法官 Falconer卿は，2004 年，ディビッド・クレメンティ卿に対し，法律専門職へ
の規制そして法律家の新たな事業形態についての報告書作成の諮問をおこなった。この
諮問を契機として，2007 年リーガル・サービス法が制定されるに至ったのである。
Falconer卿は，諮問にあたり，スーパーマーケットその他小売業者がリーガル・サービ
スを提供できるようにすることを想定しており，2007 年リーガル・サービス法が，一
般に紹介される際に，スーパーマーケットの Tescoを用いて，テスコ・ロー（Tesco 
Law）と呼ばれる由縁である。
　クレメンティ卿は，2004 年，「イングランドとウェールズにおけるリーガル・サービ
スに対する規制枠組に関する報告書」（ The Review of the Regulatory Frame Work of Legal 
Service in England and Wales）（以下「クレメンティ報告書」という。）を提出した 26）。
　クレメンティ報告書では，法律専門職の規制について，従来の専門職能団体から独立
した機関を設けることが提案されると共に，法律専門職の職域や業務形態への制約を大
幅に緩和することが提案された。クレメンティ卿が新しい枠組みを導入するに当たって
重視したのは，消費者（依頼者）のみならず法律家にとっての選択肢も拡げるというこ
とである。
　ソリシタの職能団体であるロー・ソサエティは，クレメンティ卿の提案に直ちに従い，
ロー・ソサエティとは独立した機関であるソリシタ規制委員会（The Solicitors Regula-
tion Authority: SRA）を設立し，この SRAにロー・ソサエティがもっていた規制機能を
分離した 27）。他方，バリスタについても，バー・カウンシルから独立性を有するバリ
スタ審議会（The Bar Standards Board: BSB）が設けられた。
　また，クレメンティ卿は，前述したようなバリスタやソリシタ間の協働の障害となる
ようなルールを撤廃し，バリシタやソリシタ等が協働で事業をおこなうことができる
LDP（Legal Disciplinary Practices）と呼ばれる事業形態を認めることには積極的であった。
他方で，法律専門職以外がリーガル・サービスを含むワンストップサービスをおこなう
ような多角的な事業形態MDP（Multi Disciplinary Partnerships）については，むしろ消
極的であった。ABSは，非法律家が少なくとも所有あるいは経営のどちらかに関わる
形態であって，LDPは原則としてこれに含まれない。この点で，クレメンティ卿自身は，
ABSについて積極的ではなかったといってよいだろう。
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　クレメンティ卿によれば，法律専門職間の相互乗り入れである LDPについては，バ
リシタやソリシタに限らず，たとえば，前述の資格が付与された不動産譲渡人のような，
どのような種類の法律専門職であれ，協働して事業することを許されるべきであるとさ
れた。ただし，クレメンティ卿のいう LDPにおいては，マネージャーには非法律家も
含まれうるとされる。もちろん，非法律家たちは，依頼者優先という行為準則を遵守し
なければならない。他方，クレメンティ卿は，たとえば会計事務所や不動産売買を営む
企業がワンストップサービスとして法律部門を保有するようなMDPについては，導入
に慎重な姿勢をとっていた。MDPは，LDPの成功が検証された後に考慮するべきであ
るとしたのである。しかし，後述するように，以上のようなクレメンティ卿の意見は
2007 年リーガル・サービス法には採用されず，MDPを含む , 広汎な様々なタイプの
ABSが 2007 年リーガル・サービス法には認められることとなったのである。
⑵　クレメンティ報告書に対する反響
　クレメンティ報告書に対し，公正取引委員会（ the Offi ce of Fair Trading）のような外
部組織は，熱狂的にこれを歓迎した。ソリシタの職能団体のロー・ソサエティは，とり
わけ LDPについては歓迎し，ABS一般についても，競争により選択肢が増えることは
よいことであるという反応であった。他方，バリスタの職能団体であるバー・カウンシ
ルも，法律専門職間の競争を歓迎したものの，他方で，非法律家がリーガル・サービス
をおこなうときの専門家倫理，行為準則については，一定の懸念を示した。テスコ・ロ
ーは，競争分化を促進し，その結果，法的サービスが過度に商業化される恐れがあるか
らである。法律専門家は，単に依頼者にのみ義務を負うわけでなく，裁判所に義務を有
するということも指摘された。
　リーガル・サービス法の制定に向けては，様々な議論がなされ，2006‒2007 年リーガ
ル ･サービス法の草案が公表された。The National Consumer Councilのような消費者
団体側は，制定される法律がトーンダウンしないように積極的に活動した。他方，この
新しい制度は法律家の独立性を脅かす危険性があるという意見も出されている。また，
規制機関との関係では，専門職能団体の上位の規制機関として提案された前述のリーガ
ル・サービス審議会については，その強力な権限ゆえに，弁護士自治との関係でも問題
とされた。
　イギリス以外の海外の法律事務所との関係も問題とされた。たとえば，ヨーロッパの
弁護士協会では，法律家と非法律家との間では一定程度異なる専門家の義務があり，こ
うした義務を有する両者が統合して協力する形式は許されないというのが，ABSを認
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めない最も優先的な理由であるということも指摘されている 28）。
　同草案は上院と下院の合同委員会に付されたが，その際には，法律専門職の独立性に
対して一定の配慮がなされており，成立した 2007 年リーガル・サービス法 1条の基礎
の目的には，公益の促進，消費者の保護や，市民の法的権利と義務についての理解の促
進と共に，法律専門職の独立が掲げられている。
⑶　2007 年リーガル・サービス法の制定
　2007 年リーガル・サービス法において，指定法律業務を扱う法律事務所について非
法律家による所有，経営参加を認める ABS が初めて認められ，2011 年 10 月から実用
がなされるとされた。また，前述したように，2007 年リーガル・サービス法では，法
律専門職への規制として，ロー・ソサエティから独立したソリシタ規制委員会，バー・
カウンシルから独立したバリスタ基準審議会，そして，これらの上位に属する規制機関
であるリーガル・サービス審議会を設けていることが極めて重要である。そして，すで
に言及したように，バリスタやソリシタ以外の法律専門職として，法律事務を扱う資格
を認められた不動産譲渡専門弁護士（Licensed Conveyances）29）やリーガル・エグゼキュ
ティブス（Legal Executives）30），著作権についての弁理士（patent attorneys），商標権に
ついての弁理士（ trade mark attorneys）のような専門職についても，法律専門職として，
バリスタやソリシタと同列に規律されることになったのである。先に，法律専門職の独
立性について，2007 年リーガル・サービス法は重要視していると述べたけれども，同
時に注意すべきは，当該法律においては，法律専門職の中のバリスタやソリシタが必ず
しも特別な地位を与えられているというわけではないことである。
5．小　括
　以上，イギリスの 2007 年リーガル・サービス法成立に至るプロセスにつき，1職域
分化とその緩和，2業務形態の制約とその緩和，そして3専門職能団体としての弁護士
会自治の動揺という 3つの視角から，はなはだ雑ぱくではあるがこれを確認した。
　では，ABSというラディカルな制度がイギリスで導入されるに至った背景・意義は，
結局何か。ABSだけを独立して取り上げるのでは不十分であり，以下で提示するように，
職域の流動化や独占の廃止，新しい規制機関成立という司法制度改革全体のプロセスの
段階的進行の中で捉えることにより，ABSの導入が自然に説明できると考える。
　まず，バリスタとソリシタという 2種類の弁護士が存在し，一方のみが法廷弁論や訴
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訟準備の権限を有するという複雑な事態に対する批判や，協働の事務所組織等を認めな
いという硬直した業務形態への懐疑は，それほど違和感なく受け入れることができよう。
次に，ソリシタに対する苦情処理に対して十分効率的な対策を講じることができなかっ
た法律専門職能団体のロー・ソサエティに対する不満から，より上位の非法律家による
規制機関の必要とする要請が，社会の中で高まっていったことも，理解できる。そして，
何より，市民への司法へのアクセスを高めようとする要請もあいまって，2007 年リー
ガル・サービス法の成立へと繋がっていったと考えられる。
　では，これらの変革への動きが，非法律家の所有や経営を許容するラディカルな
ABSまで無理なく繋がるとまでいえるだろうか。むしろ，クレメンティ卿が賢明にも
述べたように，法律専門職間の協働事業形態である LDPが検証されてから，多角的な
事業形態であるMDPのような形態，すなわち非法律家，たとえば会計士と法律家との
協働のワンストップサービスのような形態に進むべきであるという制度設計の方が賢慮
に充ちているようにみえる。しかし，広汎な ABSの早期導入が認められたのは，厳格
すぎる独占や職域制約の解消に向けた激しい変革への勢いが，そのまま，よりラディカ
ルな ABSへと向かったといえるのではないかと考える。
　このような視角でイギリスの ABS制度導入の背景や成立経緯を捉え，日本法の状況
と比較してみると，イギリスの在野の法律専門職に関する状況は，日本の弁護士制度の
状況とは相当に異なっているといえよう。日本の弁護士は，裁判官，検察官，弁護士と
いういわゆる法曹三者の一角である。弁護士になる資格を有するのは，原則的に司法研
修所における司法修習を修了した者であり（弁護士法 4条），司法修習生は，司法試験の
合格者から最高裁判所により採用される（裁判所法第 66 条 1項）31）。弁護士が所属する団
体は地方裁判所の管轄区域ごとに設立された弁護士会である（弁護士法 31 条）。そして，
法律事務一般について，弁護士以外の者が法律事務一般を取り扱うことは，法律に特別
の定めがあるとき以外は許されない。言い換えれば，日本の弁護士は，すべての法律事
務について包括的で一般的権限を有する唯一の法律専門職であり，いわば在野の法律専
門職の階層の最上位に位置づけられ，むしろ，在野法曹，法律専門職，法律専門家は，
弁護士を意味する用語として，互換的に用いられることも多い 32）。日本において，法
律専門職としての弁護士は独自の固有の地位を有しているのであって，紙幅の関係で具
体的には展開できないけれども，職域の拡大やリーガル・サービスの流動化と職能団体
の自治との関係については，イギリスとは異なる文脈の中で慎重に考えるべきであろう。
なお，イギリスにおいて議論されたリーガル・サービスの過度な市場化への懸念 33）は，
日本では，より一層強くあてはまる可能性もある。
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Ⅲ　結びに代えて
　2011 年から開始した ABSの活用は，ABSを所管するソリシタ規制委員会（SRA）が
認可する事業形態が中心のようであるが，SRAのウェブサイト上の Annual Reportに
よれば，2014 年から 2015 年にかけては，全法律事務所 10,336 のうち，424 が ABSで
あり，2015 年から 2016 年にかけては，全法律事務所 10,415 のうち，550 が ABSであ
ったのに対し，2016 年から 2017 年にかけては，全法律事務所 10,420 のうち，681 が
ABSであるという統計がある。このように数の上ではABSは増加しつつあるが，一方で，
その増加割合は当初予定されていたよりも必ずしも高くないという評価もあり，市民の
司法アクセスが格段に高まったかという点でも必ずしも意見が一致しているわけではな
い。むしろ報酬については依然として差があるという指摘さえもみられる 34）。
　ABSの形態についても，2012 年にソリシタの職能団体ロー・ソサエティが公刊した
ABSについてのハンドブックでは，2009 年のソリシタ規制委員会（SRA）による報告
書で記載されている ABSの多様な例が挙げられている。法律専門職同士の協働の事業
形態である LDPに非法律家の経営者を加えた LDPプラスと呼ばれる比較的伝統的事業
形態に近い形態から，100％外部資金でしかも法律事務とは無関係な企業がいわば自社
ブランドを高める目的で設立する ABS（たとえばフォートナム・メイソン法律事務所），あ
るいは法律事務が事業の一部で会計や不動産投資など多角的な事業を営むMDPなど計
11 種類が列挙されている 35）。その中でも興味深いのは，慈善団体のような非営利団体
による ABSの類型も挙げられていることである。たとえばノッティンガム大学法学部
やロンドンの実務家養成機関である University of Lawが学生の実務の臨床経験のため
に設立した ABSつまり法曹養成のための ABSもある 36）。こうした様々な類型の ABS
のうち，どれが主流になるかは予測できないところであり，イギリスのABSがリーガル・
サービス市場にとってどのような意味を有するかは，継続して見ていかなければならな
いと考える。
＜追記＞
本稿は 2016 年度中央大学特定課題研究の成果の一部である。
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注
1 ） 参照，日弁連ウェブサイト「 ABS に係る外国法事務弁護士の方へのご案内」https://www.
nichibenren.or.jp/jfba_info/membership/foreign/ABS_info.html
2 ） 法務省の英訳データベース（http://www.japaneselawtranslation.go.jp/）では，弁護士法 72 条の
法律事務は legal serviceと翻訳されている。
3） ABS（Alternative Business Structure）の訳語については，これを日本語として忠実に翻訳する
ならば，「代替的事業形態」という表現が正確であるものの，この「代替的事業形態」という表現
では ABSの実際の有り様を具体的にイメージしづらい。そこで，冒頭に紹介したように，日弁連
のウェブサイトで ABSという用語が用いられていることもふまえて，本稿では ABSという表現
を用いる。
4） https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2007/29/contents.
5 ） 日本において，イギリスの弁護士制度に関する文献中で ABSについて扱うものとして，吉川精
一『英国の弁護士制度』（日本評論社，2011 年）155‒161 頁がある。また，我妻学「イギリス（イ
ングランド・ウェールズ）における法曹制度改革の試み―二〇〇七年法的サービス法」法学会雑
誌 49 巻 2 号 29 頁以下（2009 年）においても，ABSが紹介されている。なお，Legal Services 
Act 2007につき，吉川は2007年法，我妻は二〇〇七年法的サービス法と訳しているが，本稿では，
リーガル・サービス市場という表現を用いた基本枠組を採用しているため，2007 年リーガル・サ
ービス法と訳した。
6） 指定法律業務は，2007 年リーガル・サービス法の第 3 章 12 条に規定されている法廷弁論権の
行使（the exercise of a right of audience），訴訟準備活動（the conduct of litigation），遺言検認
（probate activities）等の業務であり，資格が付与された者がおこなわなければならない。資格を
付与する規制機関については，同法第 4章が規定し，最上位規制機関のリーガル・サービス審議
会（Legal Service Board）については同法第 2章で規定する。なお，Legal Service Boardについ
ては，上掲注 5）吉川は「法的サービス局」と訳し，上掲注 5）我妻は「法的サービス評議会」と
訳しているが，本稿では注 5）の述べた同じ理由から，リーガル・サービス審議会と訳している。
7） ドイツやフランスなどのヨーロッパ大陸も，イギリスと同じくコモンロー国のアメリカも，非
法律家に所有，経営を認める ABSには消極的である。
8） 従来，両者の職域の相違に基づいて，バリスタは法廷弁護士，ソリシタは事務弁護士と訳され
ることもあった。しかし，本稿で記述されるように，近時，その職域は流動化しており，もはや
法廷弁護士，事務弁護士という訳語は，バリスタ，ソリシタの実態とは必ずしも対応しない。また，
本稿では職域の流動化を促進した 2007 年リーガル・サービス法を扱うことから，法廷弁護士，事
務弁護士という訳語を用いるのは形容矛盾的でもあると考え，バリスタ，ソリシタという訳語で
統一している。
9） 伝統的なイギリスの法曹制度全般については，長谷部由起子「イギリス（イングランド）の法
制度」廣渡清吾編『法曹の比較法社会学』（2003 年，東京大学出版会）。
10） 参照　上掲注 9）長谷部・124 頁‒126 頁。
11） 参照　前掲注 9）長谷部・126 頁‒128 頁。
12） P. Darbyshire, Darbyshire On The English LEGAL SYSTEM 12TH ED.（2017） at. 348.
13） Darbyshire, supra 12, at 348.
14） 不動産譲渡士の専門職能団体は，不動産譲渡士協会（The Society of Licensed Conveyancers）
（http://www.conveyancers.org.uk/）である。後述するように，2007 年リーガル・サービス法は，
不動産譲渡士につき，バリスタやソリシタ同様に，法律専門職として位置づけ，不動産譲渡士協
会を不動産譲渡士の規制団体として承認している。
15） Darbyshire, supra 12, at 349.
16） 第1審については，上級審の高等法院か下級審の県裁判所かは訴訟規模によって分けられており，
県裁判所が訴訟規模の小さな事件を扱うけれども，民事事件については，交通事故などの人身障
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害（personal injury）では 5万ポンド，それ以外では 10 万ポンドまでの請求の民事訴訟を扱うこ
とができる（Darbyshire, supra 12,at 300.）。他方，日本の民事訴訟の第 1審である地方裁判所か
簡易裁判所かについては，簡易裁判所が 140 万円以下の民事裁判を扱うとされていることと対比
すれば，人身傷害で 5倍弱，それ以外の民事事件では 10 倍弱の規模の裁判をあつかうことができ
るのであって，日本の司法制度の感覚からすれば，相当に高額まで県裁判所が扱っているともい
える。
17） Darbyshire, supra 12, at 348.
18） Darbyshire, supra 12, at 346.
19） Id.
20） Darbyshire, supra 12, at 333.
21） Id.
22） クラークはバリスタのビジネス・マネージメント等を扱い，バリスタを生かすも殺すもクラー
ク次第ともいわれている。Darbyshire, supra 12, at 341.
23） Darbyshire, supra 12, at 345.
24） 参照　弁護士法 31 条，45 条。
25） Darbyshire, supra 12, at 343. ソリシタの社会的評価低下との苦情申立に関する一連の動きにつ
いては，前掲注 5）吉川・139‒143 頁も参照。
26） http://www.avocatsparis.org/Presence_Internationale/Droit_homme/PDF/Rapport_Clementi.
pdf#search=％27Clementi+report%27.
27） SRAのウェブサイト https://www.sra.org.uk/home/home.page. SRAは ABSの主要な認可・規
律機関である。
28） Miller, Cross-purpose Competition（2006） 156 N.L.J. 1113（2007）.
29） Darbyshire, supra 12, at 358‒359.
30） リーガル・エグゼキュティブスは，日本にそのまま対応する概念がないと考えられる法律専門
職であるが，イギリスでは法律事務職としてソリシタの補助等の業務もおこなっている。職能団
体のウェブサイトとして https://www.cilex.org.uk/.
31） 弁護士と同様に，裁判所の判事補も，検察官も，司法修習生の修習を終えた者から任命される（裁
判所法第 40 条，同 43 条，検察庁法 18 条 1 号）。
32） 在野の法律専門職としての弁護士の独自性は，司法書士や弁理士のような，個別法に基づき弁
護士の職域の隣接域を自己の専門職域とする法律資格者を表す用語として，隣接法律専門職とい
う特有の言葉が使われていることにも表れている。
33） イギリスにおいても，過度な商業化への懸念や ABSの所有形態などの事業形態の透明性につい
ては，現在でも議論が続いている。参照 John Hyde, Who has skin in the game?  Judge calls for 
ABS transparency （19 November 2018 The Law Society Gazette）.
 https://www.lawgazette.co.uk/news/who-has-skin-in-the-game-judge-calls-for-abs-transparency/ 
5068364.article.
34） Darbyshire, supra 12, at 361‒362.
35） I. Miller & M. Pardoe, Alternative Business Structures（2012） at 2‒3.
36） J. Hyde, Law school says it is first university to apply for ABS（13 March 2015 The Law Society 
Gazette）.
 https://www.lawgazette.co.uk/news/law-school-says-it-is-first-university-to-apply-for-abs/5047520. 
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